
 

 

 

 

 

 

令和６年度農林水産省「みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証

事業費補助金等のうちスマート農業の総合推進対策のうち 

農林水産データ管理・活用基盤強化事業のうちオープン API 等の整備に

よる農業データ連携・共有のための環境整備及び機器間連携実証事業」 

成果報告書 

 

 

 

令和７年７月 

 

農機 API 利活用コンソーシアム 

代表機関 農研機構  



 

 

目次 

１．はじめに ....................................................................................................................... 1 

１）事業の目的 ............................................................................................................... 1 

２）実施体制 ................................................................................................................... 2 

２．実証成果報告 ................................................................................................................ 3 

１）穂海農耕データ連携実証グループ ........................................................................... 3 

２）施設園芸データ連携実証グループのうち、生育・収量予測 ................................. 18 

３）施設園芸データ連携実証グループのうち、SAWACHI 連携 ................................ 30 

３．データの連携・共有に向けた推進方策 ...................................................................... 42 

４．事業検討委員会活動記録 ............................................................................................ 44 

 

 

  



 

1 

 

１．はじめに 

１）事業の目的 

担い手の減少・高齢化の進行等による労働力不足に対応しつつ、持続性確保と生

産性向上を両立するためには、農業データをフル活用できる環境の整備、具体的

には、農業者向けの営農管理情報システム（以下「FMIS」、Farm Management 

Information System）に様々なデータを集約・統合し、農業者がデータに基づく

高度な経営判断・意思決定ができる環境を早期に整備する必要がある。 

これを受け、農林水産省において、令和３年２月に「農業分野におけるオープン

API整備に関するガイドライン」が策定された。オープン APIとは「データ連携

のための仕様を外部へ公開し、一定の条件の下、他のシステムと連携する仕組み」

を指す。今後、農業においても気象、農地、肥料、農薬等のデータを FMISに統

合できるよう、これらのデータを登録・管理する事業者が積極的に API を公開

することが求められる。 

ここで、営農データのうち「農作業状態の記録」は、データ利活用の基本となる。

そこで農研機構では、様々な農業用デバイスのデータ交換時に用いる標準的な

API仕様を作成するため、農業データ利活用の環境整備を支援する補助事業「農

林水産データ管理活用基盤強化事業」の採択を受け、農機メーカー、ICTベンダ

ー、業界団体等を構成員とした「農機 API共通化コンソーシアム（令和３～５年

度）」において、API標準仕様書等の各種成果物を創出してきた。 

それらの成果物を社会実装に繋げるため、今後は関係者による「データ活用の優

良事例の創出」の取組支援を通じ、①農業者のデータ利活用の成功体験を創出す

る取組、②取組によって生じた技術的な課題等は、必要に応じて API 標準仕様

の改訂に繋げる（好循環を作り出す）取組が重要となる。 

そこで農研機構では、データ活用による生産現場の課題解決や新たなデータ活

用場面の創出を目標に、新たに「農機 API利活用コンソーシアム」を立ち上げ、

令和７年度「農林水産データ管理・活用基盤強化事業」の中で機器間連携実証事

業に取り組んだ。 
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２）実施体制 

農研機構を代表機関とする「農機 API利活用コンソーシアム」では、水稲作を対

象とした実証を行う「穂海農耕データ連携実証グループ」と施設園芸を対象とし

た実証を行う「施設園芸データ連携実証グループ」の２つの実証グループ（以下、

実証 G）を設けた。 

また、施設園芸データ連携実証グループでは、①農機 API から取得する環境デ

ータの高次利用を目指した生育・収量予測の取組、②近年取組が急速に進む「自

治体主導型の営農支援サービス」への農機 API の活用を目指した高知 IoP プロ

ジェクト（営農支援アプリケーション「SAWACHI」）との連携実証の２つのテーマ

を設けた。 

さらに、これらの取組の進捗管理のため、農業者、農業用ソフトウェア製造事業

者、学識経験者、業界団体等からなる事業検討委員会を設け、各 WGへの助言・

指導を行った。 

コンソーシアムの実施体制は下図のとおりである。 

  
図１－２）―１ 農機 API 利活用コンソーシアムの実施体制 
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２．実証成果報告 

１）穂海農耕データ連携実証グループ 

実証目的 

本実証では、農業者がデータ連携の効果を実感できるデータ活用機能の開発を

目的として、以下の取り組みを実施した。 

井関農機株式会社および三菱マヒンドラ農機株式会社のほ場農機の稼働データ、

ならびに株式会社サタケの穀物乾燥機の稼働データを、農機 OpenAPI 仕様に基

づいて提供し、株式会社ウォーターセルが提供する FMIS「アグリノート」へ統

合することで、次の 4つの主要な取り組みを展開した。 

稼働状況情報と経営情報の連携による作業や栽培計画の改善 

├取組１ 農機・設備の稼働効率可視化および各種集計 

└取組２ プレ/ポストハーベストデータの統合管理機能 

業務日誌を効率的に作成し、資材管理・労務管理を省力化する 

├取組３ 農機自動記録の精度向上およびマルチデバイス対応 

└取組４ オープン API追加項目に対する接続検証・活用評価 

取組概要・結果 

取組１：農機・設備の稼働効率可視化および各種集計 

今年度より新たに穀物乾燥機の APIを利用し、穀物乾燥データをほ場を紐付け、

作業実績としてアグリノート上で記録・表示する機能を開発した。この連携によ

り、施設内乾燥作業を含む「農機稼働実績」を集計することが可能となり、「ほ

場毎の集計作業時間」、「ほ場毎の時間あたり作業面積」などの可視化が実現でき

る見通しを得た。一方で、乾燥機をほ場に紐付ける方法について、現在の農機 API

では仕様が無く、自動化技術、もしくは手入力を行う場合には作業負担の小さい

効率的な紐付けを行う方法の継続的な検討が必要であることを認めた。 

生産者からは、「各種作業実績の評価に役立つ集計データが得られ、Excel 集計

に係る労務時間の短縮が期待できる」、「乾燥機稼働実績の記録作成プロセスは、

ほ場の紐付け自動化・簡素化に期待」との評価を受けた。 

取組２：プレ/ポストハーベストデータの統合管理機能 

統合管理の利用例として、FMIS 上に登録された「製品の出荷量」等のポストハ

ーベストデータから栽培ほ場やその作業内容を追跡できる機能の構築を目指し、
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データの紐付け方や個別機器稼働データ（例：穀物水分）の活用方法についての

整理を行い、FMIS 上でユーザーが記録を追跡する機能を中心にシステム改修を

行った。この考え方に基づけば、乾燥後の後工程のデータ（出荷量や品質検査結

果）もほ場に紐付けることが可能となるが、取組１と同様、データの紐付けに関

する方法論が課題と認められた。 

生産者からは、「収穫量や品質データについてもライスセンター側からデータ取

得できると格段に利用価値が高まる」、「収穫実績から各種ほ場作業データを参

照できれば、効果的な生産性評価〜改善アクションの実現が期待できる」との期

待が寄せられた。 

取組３：農機自動記録の精度向上およびマルチデバイス対応 

これまで取り組んでいた「農機自動記録機能（農機 API で取得した農機稼働実

績を下書きとして登録し、ユーザーの確認操作の後、作業記録として登録する機

能）」を対象に、PCブラウザ版への対応等に取り組み、同機能を実装した。また

収量コンバインが複数ほ場を連続して収穫作業する場合でもほ場単位の収量を

機器稼動時間等から推定する方法について、新たにコンバインの刈取部の駆動

情報を活用し、推定精度の向上を図る機能を検討したが、令和６年度に該当する

作業記録が無かったため、実際の推定精度の評価には至らなかった。 

生産者からは、「PCベースでの一括での実績登録画面もあるため、効率化に繋が

るし、管理者ユーザーとしては人別の作業性評価を行うこともできる」、「収量推

定精度は引き続き検証が必要であるが、アグリノートでユーザーが登録する「ほ

場滞在時間」と機械の生データである「コンバインの収穫稼動時間」の差を比較

することで作業改善アプローチが期待できる」といった新たな活用法について

の意見を得た。 

取組４：オープン API追加項目に対する接続検証・活用評価 

農機 API 仕様に新たに登録されたアドブルー残量（ディーゼルエンジンによる

大気汚染を低減させる尿素 SCRシステム、原料の尿素水は定期的な補充が必要）

を FMIS上で表示し、補充時期の目安情報として提供する機能の開発を行い、テ

スト環境での動作確認を完了した。 

生産者からは「農機情報の効率的な情報取得が可能となることで、メンテナンス

忘れ等の人的ミス防止に繋がる効果が期待できる」との評価を得た。 
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２）施設園芸データ連携実証グループのうち、生育・収量予測 

実証目的 

生育・収量予測機能を営農支援ソフトウェアに統合することで、農業者が的確な

環境制御の判断を行い、収量の向上や経営の効率化につながることが期待され

ている。しかし、生育・収量予測に必要な生育調査や環境データの記録は、依然

として手作業や手入力が主流であり、データの活用が進みにくい状況であった。 

こうした課題を解決するため、令和５年度までにハウス内環境データを別のシ

ステムに集約・統合するための「農機OpenAPI仕様」の整備と生育収量予測に必

要な「生育データの推奨計測法」の策定を段階的に進めてきた。 

本実証は、令和５年度に策定された生育データの推奨計測法と、農研機構が開

発・公開した「NARO生育・収量予測ツール」を基盤として、農機APIを通じたハ

ウス内環境データを収集・統合し、それに続くWAGRI生育・収量予測APIの利用を

検証した。 

実証グループの代表は農研機構野菜花き研究部門（野花研）が務め、環境モニタ

リング装置メーカーとして誠和、ネポン、ニッポー、IT工房Zの４社に加え、新

たに渡辺パイプが参加した。営農支援ソフトウェアとしては、テラスマイル社の

「RightArm」を用いた。 

取組概要・結果 

実証は３段階に分けて構成し、各段階に応じた機器やソフトウェアの接続、デー

タ取得、予測機能の実装・検証を行った。 

第１段階：農機 APIの新規実装によるデータ連携対応企業数の拡大 

渡辺パイプ社が提供する環境モニタリング装置「ウルトラエース」に対し、農機

OpenAPI仕様の実装を行い、対応機器の拡大を図った。APIによる環境データの

取得確認を通じて、農機 APIに準拠したデータ出力の体制を整備した。 

これにより、農機 OpenAPIに対応した機器メーカーが４社から５社へと拡大し、

データ利用環境のさらなる整備を実現した。 

第２段階：農機 APIを用いた生育収量予測の試行 

IT工房 Z（トマト、愛知県）およびニッポー（キュウリ、高知県）による生育デ

ータの取得と営農支援ソフトへの連携実証を実施した。APIを用いたデータ送信

によって、RightArm 上に収量予測結果が表示可能であることを確認した。一方

で、農機 APIの仕様上、日射量センサーデータの「屋外」および「屋内」の判別

が困難であるという課題が検証の過程で明らかとなり、データ項目拡充の必要
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性を認めた。 

第３段階：生育収量予測の現場利用の実証とフィードバック 

誠和およびネポンの環境制御装置と連携し、実際の生産現場（栃木県および神奈

川県）において予測結果の提示とフィードバックを実施した。気温・CO₂濃度・

日射量の推移、旬別・日別の収量予測、と並行し収量予測結果について可視化し、

生産者と意見交換を行った。 

収量予測の有効性について、特に環境制御のしやすい春作（１〜６月）において

実用性が高いとの評価を得た。また、就農２〜３年目の若手農業者にとっては、

生育・収量予測結果を参考にすることで、暗黙知を形式知に変換できることへの

メリットが期待された。その一方、篤農家においては収量予測を自身の経験で行

うケースが多く、机上の予測データに対する利活用は限定的であることも明ら

かとなった。また、温湿度や CO₂など、環境制御の変更による収量変化の定量的

なシミュレーションや、投資に対する費用対効果（コストパフォーマンス）に関

するニーズも示された。これらの成果を踏まえ、今後は生産者の就農年数や経営

目標に応じたカスタマイズ、環境制御機器の設置状況に応じたシミュレーショ

ン提供、さらには自治体が主導する支援サービスへの展開など、多面的な展開が

期待される。 
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３）施設園芸データ連携実証グループのうち、SAWACHI 連携 

実証目的 

SAWACHIは高知県が推進する「IoPクラウド」プロジェクトの中核を担うクラウド

基盤であり、農業ハウス内の環境データや出荷情報、生育状況などをリアルタイ

ムで収集・統合・可視化するシステムである。この取組は、高知県の施設園芸を

中心としたスマート農業のモデルケースとして、全国的にも注目されている。高

知県内では、農業者が使用する環境モニタリング機器の企業が多岐にわたるた

め、SAWACHIとのデータ連携を進めるにあたり、県が個別に協議を行いながら対

応してきたが、今後、SAWACHIのような取組が全国的に広がる場合、データ提供

側とデータ利用側が「N対N」の関係となるため、仕様の共通化が大きな課題にな

ると考えられる。 

そこで本実証は、高知県が運用する「IoPクラウド（SAWACHI）」と、農機APIを介

した環境モニタリング機器との連携を通じて、施設園芸の省力化・自動化・可視

化を推進することを目的とした。特に、メーカーごとに異なるデータ連携方式を

農機APIにより標準化し、他県展開を見据えた運用の簡素化とスケーラビリティ

向上を目指した。 

環境データを提供するデバイスメーカは、（株）誠和、ネポン（株）、（株）ニッ

ポーの３社、データ利用側となる高知IoPクラウドの運営側は、高知県、(株)高

知電子計算センター、(株)PROMPT-Xの体制で実施した。 

取組概要・結果 

SAWACHI本番環境は現在も営農支援サービスとして運用中のものであるため、令

和 6年度は、将来的な SAWACHI本番環境での利用を見据えつつ、SAWACHIテスト

ベッド環境を用いて以下を実施した。 

 農機 API連携機能および実証アプリの開発 

 株式会社誠和・ネポン株式会社・ニッポー株式会社のクラウドサービスと連

携 

 OpenID Connectを用いた認証取得と、農機 APIによるデータ取得を実現 

 WAGRI経由の連携にも対応する柔軟な設計 

 実証アプリにて、ユーザー同意取得・データ可視化・SAWACHI独自データと

の統合表示を可能に 

その結果、以下を実現した。 

 実証5方式中3方式でSAWACHI連携に成功（残り2方式は継続検証中） 
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 取得データ：温度・湿度・CO₂・日射量（単位互換性確認済） 

 認証〜同意〜データ取得までの連携プロセスを確立し、実運用を想定したモ

デル構築 

一方で、実運用にあたっては、メーカーサーバー側との負荷の検証、効率的な認

可の方法など、以下の課題が判明した。 

 APIの連携頻度や負荷、device_id照合の精度 

 今後の本格導入には各メーカーとの技術的調整が必要 

特に認可については、これまでの農機 API仕様では「農業者本人の指図に基づ

く連携（自身のデータを他システムに連携・統合させたい）」をユースケース

（≒前提条件）として設計していることに対し、自治体主導型のプラットフォ

ームは「自治体がサーバーにデータを蓄積したい（その許可は、予め生産者か

ら書面で受領済）」という点が異なっており、このユースケースに対応した仕

様拡充の必要性を認めた。 
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３．データの連携・共有に向けた推進方策 

実証の結果を踏まえ、データの連携・共有を円滑に行うために必要となる事項に

ついて、①農機OpenAPI仕様の改訂の必要性、②「オープンAPIの整備に関するガ

イドラインVer.1.0」への改訂提言の２つの側面から検討を行った。 

 

農機 OpenAPI仕様の改訂の必要性 

次の３点がデータ連携時に課題となったものとして挙げられた。 

 

1. 土地利用型：ほ場作業情報→乾燥→調製・計量の流れをトレースするための

データが不足している。 

2. 施設園芸型：日射量センサによる計測値がハウス内かハウス外かをAPIのレ

スポンスから判別することが困難。 

3. 施設園芸型：自治体主導型のアプリ（SAWACHI）とのデータ連携は、これま

で農機OpenAPI仕様で前提としていたユースケースとは若干異なる。 

 

1.については、実際のデータの連携方法の具体案が定まっていない点が課題で

ある。例えば、その実現策としては、①ほ場と施設を繋ぐトラックをデータ連携

対象に定め、トラックを前提としたデータ連携に取り組む、または、②コンバイ

ンから取得するデータにほ場の紐付けを必須化させ、その際には、システム間で

ほ場データ交換を併せて行うこととする、等が考えられる。現時点では実際の作

業の流れを踏まえ、APIの仕様改訂に必要なほ場紐付けの具体策を絞り込むこと

が先決であり、関係者と継続協議を行う必要がある。 

2.については、農業機械技術クラスターの標準化・共通化推進委員会での農機

OpenAPI仕様改訂の委員会で仕様改訂案を提示し、委員会での協議で合意を得た

後、仕様公開を行うこととした。 

3.については、これまでの農機APIとの根本的な考え方の相違に起因するもので

あり、対応を行う場合、新たに自治体連携を前提とした仕様拡充に取り組む必要

がある。ただし、APIの利用はAPIによるデータ提供者と利用者の合意が前提であ

ることから、この合意を経て認可の仕様を含むAPIの仕様改訂（案）を作成する

必要を認めた。 

 

以上を踏まえ、事務局および各実証グループの関係者との協議を通じ、仕様改訂
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の素案が固まったものから順次、農機OpenAPI仕様管理体制での協議を経て、仕

様改訂に繋げることとした。 

 

「オープン APIの整備に関するガイドライン Ver.1.0」への改訂提言 

本事業の実証は、いずれもガイドラインに記載の範囲内でのデータ活用法に留

まり、また、いずれの実証もガイドラインに基づいた活動ができていたことから、

改訂提言を行う事案は認められなかった。 
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４．事業検討委員会活動記録 

１回目：令和 6年 6月 27日 キックオフ会議（オンライン） 

 本年度より新たに設立した農機 API 利活用コンソーシアムの第１回事業検

討委員会を開催。 

 農機研所長の長﨑より挨拶の後、招へいした事業検討委員を紹介。所長の選

任により、招へい委員の中から飯田委員を事業検討委員長に選任した。 

 議事次第に沿って、事務局（農機研）より本事業の推進体制、年度末の成果

目標等について説明。その後、各実証グループ代表から今後の活動方針を説

明後、実証グループ内の構成員から実証に向けた抱負を述べた。各実証グル

ープの活動方針はいずれも承認され、閉会。 

 

２回目：令和６年 12月 13日 中間報告会（オンライン） 

 議事次第に沿って、機器間連携実証の進捗状況について、実証グループ代表

のウォーターセル（水稲作）、農研機構野花研（施設園芸のうち NARO生育・

収量予測）、高知県グループ（施設園芸のうち SAWACHI連携）より報告。 

 水稲作の実証テーマの１つである、収量コンバインで取得した収穫量情報を

ほ場毎に按分して推定する取組について、今年度新たに推定に用いるコンバ

イン刈取情報（ON/OFF）は既に APIとして整備されているか等の確認がなさ

れ、既に仕様として整備済みであること等の意見交換が行われた。 

 施設園芸の生育・収量予測の取組について、過去の実証での予測精度に関す

る確認がなされ、積算収量ベースでは、農研機構内では 6.5％、1ha 規模の

実証地では 4.6％であったことを報告。また、生育記録を取得する手間につ

いて、実証グループの取組のとおり、農業者の負担を軽くすることの重要性

について言及された。 

 施設園芸の SAWACHIの取組について、高知県 IoPプロジェクトの現在の活動

状況などについて質問があり、高知県庁より「現在は作物別のグループが各

地で組織され、グループ内でお互いのデータを見ながら栽培改善に取り組ん

でいる。日々の出荷データも閲覧できるため、環境データと組み合わせて収

量向上を目指す取組が検討されている」と現状報告を行った。 

 最後に、事務局より本年度の成果と進捗を各実証グループに確認したところ、

当初計画に沿って成果目標まで到達できる見通しを確認後、閉会。 
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３回目：令和７年２月 28日 事業最終報告会（オンライン） 

 議事次第に沿って、事務局より本年度の全体概要について説明後、個別実証

グループの成果を報告。 

 水稲作の取組については、農機・設備の稼働効率の可視化、各種稼働状況の

集計、ポストハーベストデータの統合管理機能等の成果を報告。委員からは

「ほ場データの按分については、コンバインがほ場退出時にデータを出力す

る機能を設けることで、按分せずとも正確なデータを出力できるのではない

か、今後の仕様改訂を期待する」等の提言があった。 

 施設園芸の生育・収量予測の取組については、実証協力農家からの意見（本

機能は就農２～３年目の若年層向けに受けるのでは）が述べられたことを踏

まえ、委員から生産者の経験年数や栽培規模についての確認がなされた。ま

た、実証グループからは、今後、機械計測を含む生育記録の効率的な取得技

術の必要性が述べられた。 

 施設園芸の SAWACHIの取組については、テスト環境での接続が無事に終わり

そうな見通しの報告を受け、委員等から取組の継続と本番環境への実装につ

いての期待が寄せられた。 

 データの連携・共有に向けた推進方策の検討については、事務局の農機研よ

り本年度の実証で確認された API標準仕様の改善点等について報告。個々の

事案について、具体的な仕様改訂案が固まった後、農業機械技術クラスター

の標準化・共通化推進委員会での仕様の改訂協議に回すことを伝達。あわせ

て、本実証はいずれも「農業分野におけるオープン API整備に関するガイド

ライン ver1.0（農林水産省）」に記載の範囲内で実施できたことから、ガイ

ドライン等への提言には及ばない旨を報告し、了承された。 

 最後に、事務局より令和６年度の成果報告書の構成（案）について確認後、

閉会。 
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